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平成 28年９月 28日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ホ ー プ 

代 表 者 名 代表取締役社長  時津孝康 

（コード番号：6195 東証マザーズ・福証 Q-Board） 

問 合 せ 先 取 締 役  大 島 研 介 

 （TEL.092-716-1404） 

 

 

新サービス「LAMP」の開始に関するお知らせ 

 

 

当社は平成 28 年９月 28 日より、WEB による新サービス「LAMP」を一部開始し、平成 29 年１月頃より本格

的に始動することを本日決定いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

 

１．新サービス開始の趣旨 

 当社は自治体広告の販売を通じて、自治体の財源確保に取り組んでおります。 

 当社は、これまで主に人口 20 万人以上の大規模自治体及び人口３万人以上の中規模自治体に対し、自治

体の遊休スペースを広告枠として買い取り、広告主となる民間企業に販売する DSサービス(*)を提供し、自

治体の財源確保に貢献してまいりました。一方で、全国に約 1,000程度存在する人口３万人未満の小規模自

治体については、収益性の観点から広告枠売買の仲介を行うことが困難な事案も多くあります。当該事案を

解消し、小規模自治体における広告事業の活性化を図るため、自治体と広告主を直接つなぐエリア限定の自

治体広告マーケットプレイス「LAMP」の開発に着手いたしました。 

 本プラットフォームの提供により、自治体広告サービスの IT 化を促進し、さらなる利便性の向上及び当

社の業務効率並びに収益性の改善に努めます。なお、平成 28年９月 28日より「LAMP」のプレリリースとし

て、当社の既存クライアントへのサービスの提供を開始いたします。また、当該プレリリースに際し、今年

度既に当社が取り扱っている自治体広告媒体約 450媒体に加え、新たに宮崎県日南市と媒体社として種々の

広告媒体を登録することに関して提携が決定しており、協定の締結を予定しております。 

(*) デッドスペースサービスの略称であり、自治体が有するホームページや広報紙等の広告枠を仕入れ、民間企業に販

売するサービスをいいます。 
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２．新サービスの概要 

（１）新サービスの内容 

 「LAMP」は自治体広告を主とした、エリア限定広告の広告掲載取引のプラットフォームです。 

 

「LAMP」のサイトイメージ図 

 

【広告出稿を希望する民間企業（ユーザー）】 

 広告出稿を希望する民間企業様は、「LAMP」に無料のユーザー登録をしていただくことで、サイト内に

登録された広告媒体の情報（掲載料金、空き枠等）の確認や媒体資料のダウンロード、お気に入り媒体

の登録、広告掲載の申し込みを行うことが可能です。 

 広告媒体検索では、エリア・掲載金額・媒体カテゴリ・ターゲット層等、複数の観点から詳細に広告

媒体を検索することができ、気になる広告媒体は詳細情報を閲覧することができます。媒体資料のダウ

ンロードやお気に入り媒体の登録も可能であり、広告掲載の申し込みも WEB 上で可能となります。また、

過去の検索結果情報をもとに広告媒体の推奨表示を行う機能（レコメンド機能）も搭載しております。 

 

【自治体等の媒体社】 

 自治体等の媒体社様は、無料の会員としてお持ちの広告媒体を「LAMP」に登録することで、全国の

ユーザーに媒体を PRすることが可能です。 

 「LAMP」への媒体登録は WEB 上で行うことができ、広告媒体の詳細情報（掲載料金・広告の仕様等）

を記載し、また、媒体資料のアップロードを行うことも可能です。 

 これまでの営業ではリーチできていなかったユーザーに媒体情報を閲覧してもらうことで空き枠の削

減や新たなユーザーの広告出稿につながります。 
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【サービスの展開】 

 一定期間、ユーザーはすべてのサービスを無料でご利用いただけますが、将来的には利用範囲や目的

等に合わせて有料・無料の区分を設け、各種サービスの提供を行う予定です。なお、現時点で時期は未

定であります。 

 

（２）当該サービスを担当する部門 

 プレリリース開始当初は、経営企画部が担当し、一般公開に合わせ、正式な担当部門を決定する予定です。 

 

（３）当該サービスの開始のために特別に支出する金額及び内容 

 システム開発に要する費用として 11百万円を見込んでおります。 

 

３．日程 

（１）一部開始（当社既存クライアントへのプレリリース） 平成 28年９月 28日 

（２）本格開始（一般公開） 未定（平成 29年１月頃） 

 

４．今後の見通し 

 当該サービスの開始が当期の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおりますが、今後、業績予想の修

正が必要になった場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

（参考）当期業績予想（平成 28年８月９日公表分）及び前期実績 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（平成 29年６月期） 
2,046百万円 170百万円 176百万円 113百万円 

前期実績 

（平成 28年６月期） 
1,592百万円 145百万円 146百万円 92百万円 

 


